
人事行政の運営等の状況の概要を公表します人人事事行行政政のの運運営営等等のの状状況況のの概概要要をを公公表表ししまますす
伊奈町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき公表したものの概要版です。

詳細については、町掲示板に掲示してあるほか、ホームページでもご覧いただけます。
http : //www.town.saitama-ina.lg.jp/ 問 総務課�内２２２１

❶職員の任免
平成25年度採用者
11名（一般事務職7名、保育士2名、消防士1名、教
育公務員1名）
平成25年度退職者
11名（定年退職6名、自己都合等その他退職5名）

❷職員の給与および定員管理等の状況
平成25年度人件費の状況（普通会計決算）
住民基本台帳人口 歳出額（A） 人件費（B） 人件費率（B/A）
４３，８７９人

［H２６．３．３１現在］９９億７，０８７万２千円
２３億３，６４８万７千円
（１５億７，３２０万５千円）

２３．４％
（１５．８％）

※（ ）内は一般職分の内書きです。

平成25年度職員給与費の状況（普通会計決算）
職員数
（A）

給与費 １人当たりの
給与費（B/A）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

２７３人
（３）９億６，６４９万１千円 ２億２，９８５万２千円 ３億７，６８６万２千円 １５億７，３２０万５千円 ５７６万３千円

※（ ）内は、再任用短時間職員の外書きです。

平均年齢・平均給料月額および平均給与月額 平成２６年４月１日現在

職種 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
一般行政職 ４３．１歳 ３３３，８００円 ４０９，３００円

技能労務職 ３８．３歳 ２４３，８００円 ２７７，６００円
※給与とは、給料に職員手当を含めたものです。（期末・勤勉手
当は、含まれておりません）

初任給額 平成２６年４月１日現在 期末・勤勉手当の支給割合
区 分 月 額 平成２６年４月１日現在

一般行政職
大学卒１７８，８００円 区 分 ６月期 １２月期
短大卒１６１，６００円 期末手当 １．２２５月 １．３７５月
高校卒１４９，８００円 勤勉手当 ０．６７５月 ０．６７５月

地域手当の状況 平成２６年４月１日現在

支 給 率 ３％

退職手当の状況 平成２６年４月１日現在

勤続年数 ２０年 ２５年 ３５年 最高限度額
自己都合 ２１．６２月 ３０．８２月 ４３．７月 ５２．４４月

勧奨・定年 ２７．０２５月 ３６．５７月 ５２．４４月 ５２．４４月
※伊奈町は、一部事務組合の埼玉県市町村総合事務組合に加入
しています。支給率は、この組合の条例で定められています。

ラスパイレス指数の状況
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
９８．１ ９８．５ ９９．１ １０７．１（９９．０）１０７．３（９９．１）

※ラスパイレス指数とは、一般行政職について、国家公務員の給料を
１００とした場合、当該団体の給料水準を表したものです。また、括弧
書きは、給与改定特例法の措置がなかった場合における参考値です。

特別職の報酬などの額 平成２６年４月１日現在

区 分 月 額 期 末 手 当

給料
町長 ７７０，０００円

（支給割合）
６月期 １．９０月分
１２月期 ２．０５月分
合計 ３．９５月分

支給額の算定
の際、算定基礎
の加算措置が
あります。

副町長 ６４６，０００円

報酬

議長 ３２２，０００円
副議長 ２５７，０００円
常任委員長 ２４４，０００円
議員 ２２９，０００円

一般行政職の級別職員数 平成２６年４月１日現在

区分 標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（％）
１ 級 主 事 補 １４ ８．５
２ 級 主 事 １８ １１．０
３ 級 主 任 １９ １１．６
４ 級 係 長 ・ 主 査 ５０ ３０．５
５ 級 課 長 補 佐 ２９ １７．７
６ 級 課 長 ・ 主 幹 ２６ １５．８
７ 級 統 括 監 ８ ４．９
合計 １６４ １００

部門別職員数の状況 各年度４月１日現在

部 門 区 分 職 員 数
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

普

通

会

計

部

門

一
般
行
政
部
門

議 会 ３ ３ ３
総 務 ５３ ５５ ５５
税 務 １９ １９ ２０
民 生 ５８ ６４ ６５
衛 生 ２０ １９ ２１
農 水 ５ ５ ５
商 工 ２ ２ ３
土 木 ２１ ２１ ２１
計 １８１ １８８ １９３

教育部門 ３４ ３４ ３４
消防部門 ５１ ５２ ５３
小 計 ２６６ ２７４ ２８０

会
計
部
門

公
営
企
業

水 道 ９ ９ ８
下 水 道 ５ ５ ４
そ の 他 １６ １６ １５
小 計 ３０ ３０ ２７

合 計 ２９６ ３０４ ３０７
※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保
有する休職者、派遣職員等を含み、臨時職員および非常勤職員
を除いています。
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❸職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
勤務時間の概要
・1週間当たり38時間45分
・原則毎週月曜日～金曜日
それぞれ午前8時30分～午後5時15分

休暇制度および種類
年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇および組合

休暇

❹職員の分限および懲戒処分の状況
平成25年度に分限処分を受けた職員は2人（休職）で、処
分事由は、疾病加療のため、長期休養を要するものでした。
平成25年度に懲戒処分を受けた職員は0人です。

❺職員の服務の状況
職務専念義務免除の状況
職員は、その勤務時間および職務上の注意力のすべてをそ

の職務遂行のために用いなければなりませんが、一定の場合
には職務に専念する義務が免除されます。
（平成25年度実績）・人間ドックを受診する場合

・献血に協力する場合
・消防団活動に従事する場合

営利企業等従事の許可状況
職員は、任命権者の許可を受けなければ報酬を得ていかな

る事業もしくは事務にも従事してはならないこととされてい
ます。平成25年度における許可件数は、0件です。

❻職員の研修および勤務成績の
評定の状況

研修の概要
町単独研修を実施したほか、彩の国さいたま人
づくり広域連合、北足立北部共同研修会および市
町村職員中央研修所、自治大学校および埼玉県総
合技術センター主催の研修に参加。（平成25年度）
職員の勤務成績の評定方法および活用方法等の概
要等
知識、技術、判断力、説明・調整力など人事評
価制度による評価。係長昇格選考試験においても
活用しました。

❼職員の福祉および利益の保護の
状況
職員は、埼玉県市町村職員共済組合の組合員と
なり、同組合で実施する短期給付事業、長期給付
事業および福祉事業の制度を受けることができま
す。また、当町には一般職全員で組織する親睦会
があり、そこに厚生事業を委託しています。

❽公平委員会に対する措置要求等
の状況
平成25年度は、勤務条件に関する措置の要求お
よび不利益処分に関する不服申立てはありません。

⑶その他給与に関する事項

ア 給料表について
伊奈町技能労務職員の勤務時間等、
給与及び旅費に関する規則の給料表を
適用しています。

イ 手当について
一般職に準じて、扶養手当・地域手
当・住居手当・通勤手当・時間外勤務
手当・期末手当・勤勉手当を、それぞ
れ該当者に支給しています。

ウ 昇給基準
毎年4月1日を昇給日とし、前1年
間における勤務成績に応じ4号給（57
歳を超える職員にあっては2号給）を
標準として昇給します。

2これまでの取組内容
�国が平成18年度に実施した給料表の引下げに準じて、町の
技能労務職員の給料水準を約2．3％引下げました。（平成19
年度実施）
�勧奨退職者の退職時特別昇給制度を平成20年度から廃止し
ました。
�平成19、21、22年度と、3保育所の調理業務を民間委託し
ました。

3今後の給与等の見直しに向けた基本的な考え方
�職員の給料および手当については、人事院勧告を基に、埼
玉県や近隣市の状況を勘案し、改定を行っていきます。
�現在、人事評価制度（能力評価）の実施を行っています。
将来的には、勤務成績を給与に反映するといった新たな昇
給制度へ移行します。

4今後の具体的な取組内容
今後、技能労務職員については、社会情勢の変化に対応す
べく町としての将来を見据え、民間委託等への考慮もしつつ、
行政サービスの質の低下を招かぬよう定員管理に努めてまい
ります。

伊伊奈奈町町技技能能労労務務職職員員等等のの
給給与与等等のの見見直直ししにに向向けけたた取取組組方方針針

1現状
⑴職種ごとの人数、平均年齢および平均給与

（平成２６年４月１日現在）

区分
伊 奈 町 民間企業

平均
年齢 職員数 平均給料月額

平均給与
月額（A）

平均給与
月額（国
ベース）

対応する
民間の
類似職種

平均
年齢

平均給与
月額（B）

伊奈町 ３８．３歳 １０人 ２４３，８００円 ２７７，６００円 ２６５，５６１円 ― ― ―
うち調理員 ―歳 ― ― ― ― 調理士 ４３．０歳 ２５９，０００円
うち用務員 ―歳 ― ― ― ― 用務員 ５３．７歳 ２０２，７００円
うち自動車
運転手 ―歳 ― ― ― ― 自家用乗用

自動車運転手 ５４．９歳 ２６２，５００円

国 ４９．９歳 ３，２７２人 ２７２，１１９円 ― ３０９，５３４円 ― ― ―
類似団体 ４９．８歳 １４人 ２８９，５６９円 ３１５，８６２円 ３０５，６８７円 ― ― ―
※「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均
です。（国および類似団体については、平成２５年４月１日現在の年齢および月額です。）

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、
時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査に
おいて明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公
務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないこ
とから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

※国の平均給料月額および平均給与月額は、給与改定特例法による減額後の額です。
※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用していま
す。（平成２２年～２４年の３か年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点
において完全に一致しているものではありません。

※技能労務職の内訳については、職員数が少なく個人が特定される恐れがあるため、公
表しておりません。

⑵年齢別職員数

区分
２０歳
～
２３歳

２４歳
～
２７歳

２８歳
～
３１歳

３２歳
～
３５歳

３６歳
～
３９歳

４０歳
～
４３歳

４４歳
～
４７歳

４８歳
～
５１歳

５２歳
～
５５歳

５６歳
～
５９歳

６０歳
以上 計

職員数 ０人 ０人 １人 ３人 ４人 １人 １人 ０人 ０人 ０人 ０人 １０人
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